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昼休み一斉取得原則の変更、夜回り等への動員
コロナ禍を理由とした一方的な労働条件変更は、職場民主主義に反する行為
「動員の協力には職員の納得が必要。今後2度と無いようにする」という20春闘時の回答の遵守を
　黒岩知事は2月9日の定例会見で、「ランチタイムの感染防止」を理由に、「本日から、県職員の『昼休みの分散化』をスタートした」と発表しました。
　自治労県職労は、後述する「飲食店への自粛要請・調査」への動員問題と併せて、人事当局へ別記の申し入れを行いました。

非科学的でお粗末な「分散化」理由
分散化の理由として定例会見に同席した人事課長は、「例えばエレベーターが非常に混雑するとか、東京都庁が何年か前にエレベーターが動かなくて、混雑してしまってどうしようもないというので、少し弾力化したということがありましたけれども、そういったことも踏まえて、今コロナ禍ですので、エレベーター、それから周りのお店、テイクアウトなんかもやってくれているお店もありますけれども、そういう所も行列になって密になる可能性もある」と説明しています。
しかし、国立感染症研究所の「濃厚接触者の定義」では、「濃厚接触と判断する目安は、1メートル以内かつ15分以上の接触」となっています。
これによれば、エレベーターやテイクアウトのための行列による「密」は、何ら科学的根拠にならないということです。
実質的に昼休みが確保できるのか？
　また、現実問題として、「12時～13時以外の時間帯で、ゆっくり食事をとって休憩できる場所があるのか？」という問題があります。
暗い、使いたくもない休養室のみで、落ち着いて食事のとれる休憩室もない中では、職場によっては行き場所を失う職員が出てきます。
　結果として自席に戻り、12時～13時以外の時間帯は、仕事をせざるを得なくなる職員が出る恐れがあります。それどころか、「12時30分まで仕事」、「12時30分から仕事」の職員が混在すれば、職場でも十分休養することはできません。
　そうなればまさしく労基法違反です。
労働法制の趣旨に反する
同会見で人事課長が発言したように、「労働基準法等々の労働法制の中で、労働者の昼休みの休憩時間については、一斉取得というのが原則」です。

　公務は、労基法のこの部分の適用除外となっていますが、民間企業であれば即刻労基法違反行為です。
ましてこのことで、労使の交渉・協議は行われていません。東日本大震災時も同様の昼休み対応が行われましたが、この時は事前に労使協議が行われています。
公務は労基法違反にはなりませんが、労働基準法の求める一斉取得の原則は遵守すべきことです。
　この原則を変更する以上、労使協議は不可欠であり、職場民主主義の基本的なルールです。
「やってる感」を出すためのパフォーマンス？
　当局は、「無理やり分散化をやれと言っているわけではく、やれると言っているだけ」と説明しますが、本当に科学的根拠に基づいて必要なことであれば、十分説明して職員の理解を得るべきです。
　「国から言われた」のみを理由にして行うことは、「『やってる感』を出すためのパフォーマンス」と言われても仕方のないものです。
突然の夜間時短要請・外出自粛街宣への動員
　くらし安全防災局は、食事提供施設、カラオケ店、夜の接待を伴う飲食店（キャバクラ、クラブ、ガールズバーなど）を対象に、「県内の主要な駅周辺の繁華街で、時短要請に応じていない店舗へ職員が訪問し、個別に協力要請する」、また、「横浜駅及び川崎駅周辺で外出自粛を促すチラシ等を配布することにより、感染拡大防止対策の実効性を高める。」として、これらを２月８日～２月22日の間、くらし安全防災局職員や応援職員で行っています。
　さらに、17日、18日には急遽、コールセンターに「夜8時以降も営業している」旨連絡があった飲食店を対象に、安防局職員が時短要請を行っています。
職員の安全をどう確保するのか？
　2月8日～2月22日の時短要請は、6人1組で警官が２名ということですが、要請以外の外からの営業状況を確認する２名には警官が含まれていません。
　コールセンターに通報のあった店への時短要請には、安防局の職員３人１組で警官の同行もありません。動員される職員は、都合が悪い職員は除かれますが、障害のある職員や女性職員も対象とされました。
安防当局は、「対応方針が、昨晩急遽決まった。風俗営業法の許可対象や、外観から営業が不明な店舗、危険を感じる店は、外から営業状況を確認に止める。エリア的に危険なところは、無理して確認・要請することは想定していない。周辺の駅から遠いなど、物理的に訪問が困難な店舗も、無理に確認することは想定していない。」と説明していますが、それだけで職員の安全が確保されるとは到底思えません。

職員を休日に「外出」させて「外出自粛」要請？
　そもそも休日に職員を「外出」させて「外出自粛」を呼び掛ける行動自体理解不能です。呼びかけが必要ならテレビ・ラジオ、ネット、新聞折込など、「非接触」の方法をとるべきです。
緊急時にこそ民主的なプロセスの堅持を！
　これまでは、公務は適用除外の制度であっても、「極力労働法制に合わせる」、「変更する場合は、きちんと労使で協議を行い、合意形成を図る。」という民主的な手法だったと思います。また、急な動員対応についても、これまでは事前に組合との間で職員の安全確保や労働条件について協議をしてきました。
　当局に「民主的な手続きを否定する」という悪意があるとは思いません。しかし、「コロナ対策だから」、「時間がないから」と、職員の納得と理解、安心を得るプロセスを省略していると、持続可能な協力体制は築けません。
　時間と手間はかかっても、緊急時にこそ民主主義を守らなければ、やがて戦前の暗黒時代と同様な事態を招くことになりかねません。守るべき価値観は民主主義であることを確認したいと思います。
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自治労神奈川県職員労働組合

中央執行委員長　鈴木　則之
新型コロナウイルス感染症対策
に係る職員の労働条件について
　日頃から民主的な県政の推進にご尽力されていることに対し、敬意を表します。

　さて、今回の2度目の緊急事態宣言発出に伴い、新型コロナウイルス感染症対策として、職員が飲食店に営業時間の短縮を求めるために飲食店を訪問するほか、週末には横浜駅及び川崎駅において外出自粛の呼びかけに職員が動員されています。

　また、2月5日付の全庁掲示板において、昼休みの分散取得に係る呼びかけが行われています。

コロナ禍を理由に、組合との協議と合意という民主的な手続きを経ず、このような施策を当局が一方的に実施することは、労使関係や民主的な職場環境を阻害するものであり、大変遺憾です。

　また、営業自粛要請や街頭宣伝等については、職員の安全確保や感染リスクに大きな懸念があります。

ついては、以下のとおり申し入れますので、誠実な対応をお願いします。

〇昼休みの一斉取得は労働基準法で定められた原則であり、これを変更する場合は事前に労使で協議し、合意の下で行われるべきことであり、合意が成立するまでは凍結すること。

〇また、実施する場合は、実質的に昼休み時間が確保できるよう、清潔で快適な休憩場所を必要数確保するとともに、休憩時間を保障できないことは労働基準法違反であることを所属長に周知すること。

〇2020年の春季要求回答交渉で確認したとおり、勤務時間外及び休日に職員の応援等を行う場合は、職員の理解と納得が得られるよう、事前に組合と協議すること。

〇路上におけるトラブルを防止するため、営業中の飲食店を記録している応援職員にも警察官を同行させるなど、安全確保を図ること。
投稿
新型コロナウイルス特別措置法などの改正案が可決成立したことを受けて、黒岩知事は法改正の意義について、「外出自粛や時短営業の要請にほとんどが応じる中で、ほんのわずかな人が『関係ないや』という気持ちで守らない。それによって県民が大きな迷惑を被ることがないような法的な枠組み、県民にとって大きな武器ができたと強調。」と報じられています。（2月3日神奈川新聞）
　あえて「言葉尻」を捕らえますが、それは黒岩知事の「言葉尻」が不適切だと思うからです。
　自粛要請に従わず営業している事業者がみな「『関係ないや』という気持ちで守らない。」ということでしょうか？生活や店を守るためにぎりぎりの選択をしているとは考えないのでしょうか？県や政府の営業補償は「十分だ」と胸を張れるのでしょうか？
そして「武器」とは何でしょうか？自粛要請を守らない事業者は「敵」だから、「武器」で攻撃するとでもいうのでしょうか？
いやしくも県知事の職にある者が、県民を「敵」と「味方」に分断し、「敵」である県民に「武器」を行使するという発想は、あまりにも幼稚で、どこかの国の前大統領と一緒です。

　今必要なのは、県民を「敵」と「味方」に分断して攻撃することではなく、みんながお互いの苦しみを理解し合い、助け合うことではないでしょうか。
行政に求められていることは、「武器」による攻撃ではなく、営業せざるを得ない苦しみを理解し、それを取り除く方法を一緒に考え、実行することではないでしょうか。

　生活が成り立つならば、店をつぶさなくて済むならば、多くの事業者は安心して自粛に応じられるはずです。

　「北風と太陽」の寓話を思い出してください。
私たち心ある県職員は、県民を「武器」で攻撃し、県民間に分断をもたらす政策の片棒を担ぐつもりは毛頭ありません。
